
令和５年度 弘前大学教職大学院評価 

評価者の構成 弘前大学教職大学院教育研究協議会委員の中の大学関係者以外の委員（県教育

委員会関係者５名／５名中、市町村教育委員会関係者５名／８名中、連携協力

校関係者３名／４名 計１３名／１７名中） 

評価の公表 教職大学院ホームページに掲載する。 

評価の実施日・場所 令和６年２月２０日(火) 弘前大学教育学部中教室 

【目標達成のための具体的方策及び目標達成状況・自己評価等】 

Ⅰ 弘前大学が掲げる第４期中期目標（教職大学院関係）（令和 4 年 4 月 1 日～令和 10 年 3 月 31 日） 

 特定の職業分野を牽引することができる高度専門職業人や専門職を担う実践的かつ応用的な能力を持

った人材など、社会から求められる人材を養成する。 

Ⅱ 弘前大学第４期中期計画の評価指標（教職大学院関係） 

 教育課題の解決に向けて省察し互いの専門性を生かし合いつつ学び続ける教員集団の中核を担う教員

を養成・支援するために、青森県教育委員会等と連携し教員のキャリアステージを視野に収めた教員養成・

研修プログラム開発と支援体制の整備を行う。  

Ⅲ 中期目標の達成のための数値目標等と措置・目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策 

【数値目標等と措置①】 

学部新卒院生の教員就職率 90％以上の確保を目指すとともに，講師推薦制度設置に向けて青森県教育

委員会と協議会を立ち上げる。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 教員採用試験を受験する学部新卒院生に対するキャリア支援として、入試フォローアップ部会が採用

試験対策についての計画を立て全教員がその計画に基づいて指導を行っている。 

 教員採用確保に向けたワーキンググループを教職大学院内の部会長会議に設置をし、昨年度に引き続

き検討を行っている。 

 こうした支援の結果，令和 6 年 3 月修了予定の学部新卒院生 10 名の内，教員採用試験合格者が 9 名

（合格率約 90％）となった。採用試験不合格者である 1 名についても令和 6 年 4 月より講師採用される

予定であり，令和 6 年 3 月修了予定者の教員就職率は 100％となる見込みである。なお，Ｍ１学部新卒

院生不合格者 3 名については，今年度と同様に来年度以降も引き続き本学教職大学院としてキャリア支

援を行っていく。 

 教員採用確保に向けたワーキンググループについては，現在，青森県全体での教員不足に伴い，教員不

足への対応についての検討を行うこととしている。 

【数値目標等と措置②】 

充実期研修講座と指導主事研修を前年度に明らかにされた改善点をもとに試行し更に洗練させ，指導

主事研修については試行段階で受講者の満足度 85％以上を目指す。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  7 月 8 日の指導主事研修会は、これまで数年の試行を踏まえ、学校への指導助言という喫緊の課題に

ついての講義、国内外の教師教育の動向を踏まえ広い視点から青森県の課題を考える講義、指導主事経

験者の校長による指導主事の職務への鋭い提起を含む講義とそれを踏まえた協議という形で構成した。

事後のアンケート（無記名）においては、これまでの中でも最も高い評価を得た。 
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また、事前と事後で「指導主事の仕事への意識の変化」を尋ね、対応のあるｔ検定をおこなったところ、

次の 5 項目で、事前よりも事後の方が統計的に有意に高い得点が得られ、ポジティブな変化が見られた。

「私は自分の仕事にどのように取り組んでいけばいいかイメージを持っている」（平均値：3.84375→

4.90625）。「仕事の見通しや計画を立てるのが楽しい」（平均値：3.84375→4.3125）。「指導主事というキャリ

アに満足している」（平均値：3.9375→4.40625）。「日々の仕事に充実感を覚えている」（平均値：4.15625→

4.71875）。「現在の仕事に対する意欲（0～10、10 が最も意欲のある状態）」（平均値：7.6875→8.125）。 

以上の結果から、指導主事研修会は全体で 85％以上の満足度を達成しているといえるだろう。 

 充実期研修講座については、今年度、実践事例コンサルテーションの機会を 3 回から 4 回に増やし、秋の

コンサルテーションは希望すれば 2 回まで受けられるようにした。このような改善の結果、講座全体の満足

度が高まり、アンケートでも次のような記述がみられた。「本研修への参加をとおし、漠然と『この学校が

もっとこうだったら良いのに』と思うだけであったものが、『ならばこういうことをしてみてはどうか』、『生

徒にこういうこともさせてみたら生徒がもっと学校生活に意欲的に励んでいけるのでは』と具体的な方法

や方向性をイメージする機会が増えた。これまで他人事として進むがままに学校運営を捉えていた自分が、

自分自身も学校運営への参画者の一人である、という自覚を持つきっかけとなったことはこの研修に参加

して得たものの中でも、特に意義深い経験となったと考える」。 

参加者に研修を通じて向上した資質・能力を尋ねた事後アンケートの結果は、下のとおりである。 

 

また、「仕事への意識」についての対応のあるｔ検定でも、「私は、他の教員への助言・支援等の指導的役

割を果たすことができている」（平均値：3.08696→4.08696）、「私は、校務分掌等の組織運営における中心的

な役割に関して、どのように取り組めばよいかイメージを持っている。」（平均値：3.65217→4.78261）など

10 項目において、事前（4～5 月回答）に比べ事後（集合研修 2 日目後）の方が統計的有意に高い得点が得
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られ、ポジティブな変化が見られた。一方、「私は、他の教員への助言・支援等の指導的役割を担うことに

対して漠然とした不安がある。」（平均値：4.6087→3.78261）、「仕事に追われて押しつぶされそうな気持にな

る。」（平均値：3.47826→2.91304）という 2 項目については、統計的に有意に数値が低下し、研修を通して

ミドルリーダーとしての不安が軽減されたといえる。 

充実期研修講座では、事後に校長アンケートも行った。全体としての評価は、6 段階評価で平均 5.28 と高

い評価であった。また、本講座に教員を派遣したことによって学校の教育活動にプラスの影響があり、マイ

ナスの影響はなかったとする答えが 100％であり、自由記述には「対象教諭の研修内容が児童生徒の指導等

に直接かかわるものであったことで、研修成果を学校運営に反映させることができた」「他校種の意欲のあ

る先生方との研修が、本人への教職に対する考え方の広がりや深まりのみならず、人間的な成長に関する糧

となった」「教諭自身がミドルリーダーとして学年や学校全体を俯瞰する視点を持ち、積極的に発信をして

くれた。また、学校外での学びの機会があるということが、次に続く教員にとってのモチベーションともな

っている」などの声が寄せられている。「研修のために新たに何かに取り組むのではなく、自分の校務分掌

を見直しながら取り組めると言う仕組みは、充実期の教員に対するＯＪＴとして、大変効果がある」という、

学校の教育活動とリンクする研修の在り方を評価する声もあった。オンデマンド配信、オンライン協議やコ

ンサルテーションにより集合研修を 2 日に抑えていることについても、6 段階で平均 5.43 と高く評価され

ている。 

学校を支えるミドルリーダーのための適切な研修として、今後、より多くの参加者が得られるよう、広報

に努めていきたい。 

 

【数値目標等と措置③】 

  教育学部・教職大学院におけるコンサルテーションについての制度設計を行う。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

充実期研修講座においては、8 月に、前年度参加者のアクション・プランの取り組みを紹介しながら、そ

れぞれの勤務校でどのようにアクション・プランを展開したらよいのか、参加者に助言する場として校種ご

とに全 4 回の実践事例コンサルテーションを設けている。完全に自由参加としているが、のべ 28 人が参加

した。また、9～10 月には、各自のアクション・プラン進捗状況を報告しコンサルテーションを受ける機会

を設定した。一人当たり 1～2 回のコンサルテーションを行い、のべ 28 名が参加した。また、過去の充実期

研修講座修了生からも、その後の実践についての相談が寄せられるなど、教職大学院のコンサルテーション

機能への期待が高まっている。 

 

Ⅳ 中期目標達成のための各部会の具体的方策及び目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策 

第 1 プロジェクトチーム（県教育委員会等と連携した研修開発等） 

【具体的方策①】 

令和 5 年度より青森県教職員研修計画に位置付けられた教職大学院及び県教育委員会主催の充実期研修

講座について、各校種校長会後援を得て、【NITS・弘前大学教職大学院コラボ研修】として実施する。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 ■ 校長推薦を受けた２４名の参加者を対象として次の日程で講座を実施し、すべて日程通り終了した。 

 ４月中旬  受講決定通知書及びガイダンス資料を送信 

 ４月下旬～５月初旬 参加する教員は、教職大学院のオンデマンド講義動画及び NITS 研修動画シリーズ

の学校組織マネジメントに関する動画２本を視聴し、SWOT 分析及び教職員が育つ学校づく

りワークを、勤務校で実施。 

 ５月～６月 ワークを踏まえたオンライン協議第１回及び第２回実施（それぞれ３日程より選択参加） 

 ７月 27 日 第１回集合研修 終了後から、参加者は各勤務校にてアクション・プランを実施 

 ８月    実践事例コンサルテーションを、各校種の前年度参加者を講師として、4 回実施（自由参加） 

 9 月～10 月 全 8 回の日程でコンサルテーションを実施。参加者は、1 回ないし 2 回、希望する日程で 

オンラインにて、各自のアクション・プラン実施について教職大学院教員のコンサルテーシ 

ョンを受ける。 

 11 月 28 日 第 2 回集合研修 

 具体的な成果は、「Ⅲ 中期目標の達成のための数値目標等と措置・目標達成状況及び次年度に向けた課

題と解決策【数値目標等と措置②】」に述べたとおりである。今後は、ミドルリーダー育成にふさわしい研

修として、さらに広報に努め定着させていきたい。 
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【具体的方策②】 

 指導主事研修会を、青森県教育委員会共催で【NITS・弘前大学教職大学院コラボ研修】として実施する。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

■ 7 月 8 日（土）に、弘前大学会場と八戸ユートリー会場、オンライン会場を結び、ハイブリッド形式で

指導主事研修会を実施。37 名が参加。 

プログラムは、学校現場での助言をテーマとした教職大学院教員による講義、教師の学びと質保証をめぐ

る国内外の動向についての NITS 教授百合田氏による講義、学校現場の求めるものと指導主事の職務を考え

る指導主事経験のある現職校長による講義と協議で構成した。 

 具体的な成果は、「Ⅲ 中期目標の達成のための数値目標等と措置・目標達成状況及び次年度に向けた課

題と解決策【数値目標等と措置②】」に述べたとおりであり、高い満足度を達成した。 

【具体的方策③】 

学び続ける教員を支える新たな研修のひとつとし

て、【NITS・弘前大学教職大学院コラボ研修】とし

て最新の教育課題に関する公開セミナーを、対面研

修の難しい冬期にオンラインで実施する。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 1 月 20 日（土）、2 月 3 日（土）に各 2 回、計 4

回のセミナーを開催した。申込者は、1 月 20 日が

各回 37 名、2 月 3 日が各回 51 名で、のべ 176 名と

なった。冬季開催は初めてであったが、多くの教育

関係者の研修ニーズに応えることができたと考え

る。青森県内だけでなく、全国各地からの参加申し

込みがあり、青森の先生方と他地域をつなぐ役割も

果たすことができた。セミナーの内容の充実度を問

うアンケートでは、5 段階評価で、第 1 回が 4.64、

第 2 回が 4.31、第 3 回が 4.67、第 4 回が 4.85 であ

った。 

 来年度も、今年度の成果を踏まえ、最新の教育課

題に関連する多様なテーマでのセミナーを準備し、

教職員及び教育関係者の研修ニーズに応えていきたいと考える。 

 

【具体的方策④】 

 一般に広く開放する教員研修講座として、教師学び工房・グロウアップ講座を新設する。また、この講座

については、県教育委員会の中堅教諭資質向上研修前期及び後期の代替講座としても申請し、併せて、弘前

大学附属学校園の中堅教諭等資質向上研修としても活用できるようにする。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

グロウアップ講座は、2 種類として、いずれも勤務校での実践をはさんだ 2 日日程で開催した。参加者は、

主体的対話的に学び、現在勤務校での実践に取り組んだ。 

① 「明日の授業に役立てる！ 子どもの学びや育ちを見取る学習評価～パフォーマンス評価やルーブリ

ックの作成・活用を踏まえた授業づくり～」 8 月 9 日、10 月 31 日 参加者 32 名 

② 「学校を活性化する実践を作り出す！ 協働ワークショップ」7 月 25 日、9 月 26 日 参加者 18 名 

「知識が深まった」「個人の成長のニーズに合っていた」「研修の内容・構成が充実していた」「主体的

な学びの機会となった」を問うたアンケートの結果は、グラフで示した通り、いずれも高い数値であった。 
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グロウアップ講座② 

  自由記述の内容を見てみると、グロウアップ講座①では、「評価をする際、パフォーマンス評価という

言葉は知っていても、具体的な内容はよく分かっていなかったですが、今回の講座を通して内容をイメー

ジすることや、計画を立てる道すじが分かりました。また、実際にやってみて、考えることを面倒くさが

っていた生徒も、考える行程や伝えることを楽しいかもと思えるようになったので、講座で学んだことが、

私にとっても生徒にとっても大きな実りになったと思います。」など、子どもたちの具体的な学びにつな

がったという実感を得たというコメントが見られた。また、グロウアップ講座②では、「話し合いをする中

で、自分が大切にしていることや、どうありたいと思っているのかに気付くことができた。」や「ミドルリ

ーダーとして、どんなことを意識して仕事をしたり立ち振る舞ったりしていけばよいのかということも考

えることができた。」など、自分自身の望みや使命を再考する機会であったというコメントが見られた。 

  次年度も、引き続き教師自身が成長を感じることができるような研修の機会を準備していきたい。 

 

【具体的方策⑤】 

青森県教育委員会・青森市教育委員会・八戸市教育委員会が主催する中堅教諭等資質向上研修共通講座等

のミドルリーダー世代を対象とした研修について、プログラムを開発し講師を務める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

■ 八戸市教育委員会 

4 月 25 日 中堅研前期共通講座に講師派遣  

4 月 27 日 中堅研後期共通講座第 1 日に講師派遣 

5 月 25 日 教師力・経営力アップ講座（1）教育課程編に講師派遣 

6 月 23 日 教師力・経営力アップ講座（4）校内研究編に講師派遣 

10 月 19 日 中堅研後期共通講座第 2 日に講師派遣 

■ 青森市教育委員会 

 6 月 15 日  臨時講師研修に講師派遣 

6 月 27 日  青森市初任研特別支援教育基礎講座に講師派遣 

7 月 11 日   青森市特別支援教育マネジメント研修に講師派遣 

8 月 1 日   校長研修講座Ⅰに講師派遣 

■ 青森県教育委員会 

 5 月 16 日  中堅研前期共通講座（特支）に講師派遣 

   6 月 28 日  中堅研後期共通講座Ⅰ（高校・特支）に講師派遣 

 いずれの研修においても、参加者が主体的・対話的に自身や勤務校の実践を振り返り、より良い実践に向

けて深く考えることができるように工夫した。また、八戸市の教師力・経営力アップ講座（４）校内研究編

では、校内研修の改善に取り組んだ教職大学院ミドルリーダー養成コース修了生の実践研究を事例として

発表してもらう部分を組み込んだり、青森市の臨時講師研修では、教職大学院のミドルリーダー養成コース

院生がファシリテーターとして参加したりするなど、教職大学院生を活かした内容とした。 

 

【具体的方策⑥】 

  新たに着任された教育長とともに、これからの青森県の教育を支える人材の育成について、県内教育関

係者と情報共有・意見交換する場として、ラウンドテーブルを実施する（例年のミドルリーダー世代の研

修を考える協議会に相当）を開催する。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

    風張教育長をお迎えし、11 月 9 日（木）14 時～16 時 30 分に、アスパム８階「しらかみ」にて開催した。

参加者は、県教育委員会教育長、青森県教育庁学校教育課及び教職員課から指導主事・主任指導主事・特別
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支援教育推進室室長、青森県総合学校教育センターから課長・指導主事、青森市教育委員会指導課副参事、

八戸市教育委員会教育指導課及び総合教育センターから主任指導主事、弘前市教育委員会指導課から課長

補佐、青森県小学校長会・青森県中学校長会・青森県高等学校長協会・青森県特別支援学校校長会の各校種

校長会の会長、弘前大学教育学部長 弘前大学教職大学院教員である。 

内容としては、教職大学院から「県教育委員会と連携した現職教員研修」について取組の報告後、青森  

県教育改革有識者会議の委員を務める教職大学院教員から同会議の内容にかかわる話題提供を行い、後半

はそれらを踏まえて、これからの青森県の教員を取り巻く環境やそれを踏まえた研修の在り方などについ

て、少人数でのサークル対話及びフリーディスカッションを行った。 

参加者からは、「それぞれの立場のお話を伺えて有意義な時間でした」、「共感できる意見が多くあり、大

変勉強になりました。今後、ミドルリーダーを担う世代が少ない状況になるということは、若手の教員にと

ってはモデルにしたいと思えるような教員を校内で見つけるのが難しくなるという側面もあると思いまし

た。そのため、教育センターの研修等では、若手教員が他校の教員とつながるきっかけをつくるような、『ネ

ットワーク構築』の視点が必要であると感じました」といった協議内容を評価する声や、「話し合いのスタ

イルは様々あるのだと勉強になりました。とても参考になりました」といった会議形態の工夫を評価する声

をいただいた。 

 

【具体的方策⑦】 

  以上を効果的に推進するために、ミドルリーダー養成プログラム開発専門委員会を円滑に運営する。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  5 月 11 日、7 月 19 日、8 月 21 日、10 月 18 日、11 月 9 日、12 月 22 日、2 月 8 日に対面開催、2 月中

旬に紙面開催で、計 8 回のミドルリーダー養成委員会を開催した。充実期研修講座、指導主事研修会、教

師学び工房・グロウアップ講座、公開セミナーなどの教職大学院主催研修の実施内容、成果と課題、次年

度の計画、広報などについて意見交換するとともに、上記の新教育長とのラウンドテーブルの開催につい

ても検討した。また、県学校教育課及び教職員課課長、センター指導主事と教職大学院教員 3 名で、鹿児

島県教育委員会及び鹿児島大学教職大学院への合同視察を行った。へき地を有し人口減少が進むという点

で青森県と共通する課題を抱える他県の状況について多くの情報を得るとともに、今後の教育の充実のた

めに何が必要かについて意見交換する機会となった。 

  

第２ 総務部会（教育環境及び運営体制の整備） 

【具体的方策①】 

  教職員支援機構や県市町村教育委員会等、関係機関との連絡・調整を密に行いながら、教職大学院教育

研究協議会を年 2 回開催し、協力体制の確立と連携強化に努める。また、教職大学院の周知のために、年

３回のニュースレターを発刊し、青森県内外の教育機関への配布を行う。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

１ 教職員支援機構（NITS）や県市町村教育委員会等、関係機関等との連携・調整 

（１）NITS・教職大学院コラボ研修プログラム支援事業 

今年度もプロジェクトチームが主体となって「指導主事研修会」「充

実期研修講座」「4 つの公開講座」を開催し好評を博した。また、M1

ミドル養成コースの院生が「子どもの学びや育ちを見取る学習評価」

というテーマで 2 月 17 日（土）に NITS とのコラボ研修を実施し、

企画力や運営力、協働力を高めるとともに県内全ての学校に文書を送

信・郵送を行うノウハウも併せて学んだ。 

（２）教職員支援機構主催研修への参加 

   ５月１７日（水）実施の「教職大学院セミナー（オンライン開催）」

に２名の教員が参加し研鑽を積んだ。また、ミドルリーダー養成コー

ス院生希望者７名が「学校組織マネジメント研修」（オンライン開催・

８月の３日間）を受講し、全国の参加者と教育課題に関する意見交換

を行った。学んだことは今後勤務校や各地区の先生方に還元される予

定である。 

（３）県市町村教育委員会等との協力体制の確立 

   ４月に開催された県立学校長会議、市町村教育委員会教育長会議、合同所長会議において、今年度実

施予定の研修等に係るチラシ類を県教育庁教育政策課をとおして配布させていただき先生方の研修へ
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の参加にご協力をいただいた。また、県教育委員会との連携協定に基づいた連携と協力においては、８

回にも及ぶ「ミドルリーダー養成プログラム開発専門委員会」の開催や風晴県教育長を招いて実施さ

れた「育成指標に対応した教員研修を考える協議会」、県教委主催研修への講師派遣やミドルリーダー

養成コース院生の観察実習、中核都市の教員研修への講師派遣、そして、連携協力校での実習等、多方

面に渡って連携と協力を行っている。 

（４）その他関係機関との連携         

  ア 日本教職大学院協会研究大会が、鹿児

島大学で１２月に開催され、ミドルリー

ダー養成コース２年次院生がポスターセ

ッションで研究報告を行った。また、本学

の取組については、右の図にあるように

web で 紹 介 さ れ て い る 。

（https://www.kyoshoku.jp/about002.html） 

  イ 青森県総合学校教育センターが主催す

る「あおもり教育研究発表会」（１０月２

７日（金））に１年次院生全員と 2 年次

ミドルの希望者が参加し、AI を活用した

授業実践など高度な授業実践を行うため

の手法を学んだ。 

（５）附属学校園との連携 

   附属学校園との「教育実践協同研究会」（５月、７月、１１月、１月、２月実施）へ全教員が参加し、

授業改善のための研究・研修を行った。 

２ 弘前大学教職大学院教育研究協議会の開催 

   今年度も学外委員１７名が全員参加できるよう対面とオンラインによるハイフレックス型の会議と

している。以下は、第１回弘前大学教職大学院教育研究協議会で本学教職大学院へ寄せられた意見・要

望等である。なお、各委員の発言は口頭によるものをそのまま掲載している。 

【Ａ委員】 

本校は今年度ミドルリーダーの方１名お世話になっている。去年、県の校長会の研究委員会に参加し

た時に、三戸地区でミドルリーダーの研究をしているところがあり話を聞いたときに、ミドルリーダー

といっても必ずしもその資質を備えているかというとそうでもないとういことで、異動先で先生が困ら

ないような研修が必要と考える。若くても一緒に仕事をしたい教員はたくさんいる。また、先生方に研

修の通知を回覧しているが、回覧するだけではなく、もっと宣伝したいと思う。 

【Ｂ委員】 

第四期中期計画の中に学び続ける教員をリードする、教員の育成支援の地の拠点を目指すということ

が書かれており、このことに取り組まれていると感じている。ミドルリーダーについては、Ｂ町では対

象者がいないが現場を離れて学び直ししてまた戻るということは大変意味あることだと思うので、管内

の小中学校の教員に勧めていきたいと思う。素晴らしい取組みなのでこれからも連携協働して進めてい

きたいと思う。 

【Ｃ委員】 

本校では、M1、M2 の学生を受け入れて実施している。どちらの学生さんも大変前向きで子ども達と

一生懸命楽しみながら授業をしている。要望は、どちらの学生も外国語の研究ということで教科が重な

っていて、小学校の外国語が週１ないし２ということで学生さんへの実習の対応が学年によっては苦し

いところがある。可能であれば教科の振り分けをご配慮いただきたい。専科的に外国語をやっているた

め学担でない先生が外国語の主担で本校はやっているのでその辺の配慮をお願いしたい。 

【Ｄ委員】 

Ｄ市からは、Ｄ中学校から１名お世話になっている。教職大学院の取組みについては非常に素晴らし

く、毎回感銘を受けている。Ｄ教育委員会ではハード面については４月から校務支援システムを導入

し、ICT 環境が整っている。ソフト面では、児童生徒の学力向上をハード面とどのようにつなげていく
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のかが 課題である。そのために教師力をいかに高めるかという点で、教職大学院の研修が非常に役立

つと思っている。教員不足の影響で質の低下が避けて通れないので 教職員の質の向上を念頭におきな

がら指導していただきたい。 

【Ｅ委員】 

大学院及び学部に様々な事業で協力してもらっている実感がある。協議会の在り方について、大学院

の立ち上げの頃から関わっているが、その頃を黎明期とすると今は充実期となり、中南地区の教育委員

会や実習担当の学校が集まるだけでなく、青森市や八戸市などの他地区までメンバーを広げていろいろ

な意見を聞ければよいと思う。今後の大学院の方向性について、今年の大学院希望者はゼロである。意

欲のある教員はいるが、金銭的な問題や家庭の問題などがあるのではないかと思う。待ってるだけで

は、希望者がいなくなってしまうのでこれから議論していきたい。 

【Ｆ委員】 

ミドルリーダーの育成に関して、現職教員の院生には２年続けてお世話になっている。教育業務で、

ベテラン教員の中に若い人が入ってきて質問したりすると、そこから触発されることが多くあって、問

われた方はもう一度考え直す機会となる。充実研修においても毎年２名受け入れてもらっている。我々

は受け入れていると言っているが、実際には彼らからかなりのものを得ていると思っている。 

ミドルリーダーの育成と言った際にミドルという言葉の定義で、ある程度経験年数が必要というのは

わかるが、教職経験は浅いながら民間でキャリアを積んできて、その志なり思いがあれば採用するなど

対象年齢や経験年数の間口を広げていただきたい。 

【Ｇ委員】 

本校では、ストレートマスターの１年生が１名実習をしており、今年の学生も一生懸命に取り組んで

いて教員側にとってもプラスになり、一緒に勉強させていただいている。年間１５回の FD 活動をお

こなっていることを聞いて、高校でも考えなくてはならないと感じた。今月の職員会議も後に研修を企

画しているが、前におこなうことで検討したい。ハイブリッドの話がでてきたが、教育現場でも必要と

なってきているのでご助言いただきたい。ユーチューブ配信も参考にさせていただいている。 

【Ｈ委員】 

Ｈ町では、過去４年間のうち２名の教員が大学院で学んでいた。最初は中学校の教員で、昨年度まで

小学校の教員である。その先生方からは大学院で学ぶ機会を与えてもらった感謝の気持ちや有意義だと

かの話を聞かせてもらった。 

教職大学院の価値は十分理解しているつもりだが、学校現場は教員不足であり、学びたい教員や力を

つけてもらいたい教員がいても推薦できない現状がある。  今後どのようにして教員の資質能力を高め

ていけばいいのか、教育界全体で考えていかなければならない点だと考えている。 

【Ｉ委員】 

弘前大学には様々な場面で連携協力ということで事業をたくさんやっていただき、感謝申し上げる。

昨年、学校訪問ということで教職大学院を修了された教員の授業をみる機会があったが、子どもの主体

性に重点を置いた授業づくりを進めていて、教職大学院で学んだことを実践にすぐに活かしているとい

うことで、校長先生からもミドルリーダーとしての活躍を期待される先生だと紹介があった。そういう

話を聞くと、現職教員のさらなる成長ということで教職大学院の必要性を改めて感じた。社会の変化や

技術革新に伴って教員が覚えなければならないスキルが増えてきているなかで、リスキリングが重要だ

と思う。引き続き研修やさまざまな場面を通じてやっていければと思っている。 

【Ｊ委員】 

弘前大学の皆様には、常日頃お世話になっており感謝申し上げる。昨年度までＳ高校の校長をつとめ

ていたが、専門の教員１名が充実期研修に参加した際に、長期実習もあったが、オンラインで他校種の

教員と意見交換し成長できたと話していた。日程やオンライン開催など融通いただき感謝申し上げる。

今後もさまざまな機会でよろしくお願いしたい。 

【Ｋ委員】 

当方では、先生方が主体的に参加できる研修として演習や協議を重視した研修をおこなっている。忙

しくて参加できない教員も多いということで、泊まりでおこなっていた研修を１日にしたり様々工夫し

ている。基本的に集合型の研修をおこなっているが、オンデマンドを組み合わせるなど現在検討してい
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るところである。充実期研修の内容について先生方が負担なく効果的に受けていただくことを目指して

工夫されている話をうかがい、大変参考になった。指導主事研修やグロウアップ講座など取り組まれて

いる中身についても参考にして、よりよい研修を構築していきたいと思う。また、当方が主催する青森

教育研究発表会が来月２７日に開催されるので是非参加願いたい。 

【Ｌ委員】 

弘前大学と教職大学院の皆さんにはいろいろな形で連携させていただき、感謝している。個人的に

は、教職大学院スタートの時から教育委員会の担当として関わってきて順調に進んできていると感じて

いる。教職大学院の果たす役割として、地域の教育、人材の育成支援に向けた知の拠点としての養成研

修の開発実装が中心だと考えている。この地域の教育人材というのは、この地域で活躍できる人材であ

り、課題にしっかり対応できる人材を弘前大学に限らず教員養成課程でこれからも取組を進めていって

ほしい。教員不足が著しく、県としてもいろいろつくしてはいるが、なかなか難しい状況となっている。

学校にゆとりを作るということで教育改革の準備を進めていきたいと思っている。その際には市町村の

教育委員会の皆様にも情報提供して連携協力をお願いしたい。以前のミドルリーダーは主任クラスで授

業をもつが専門家といった感じだが、最近は専門性とともに連携する能力が必要となってきている。将

来的にはミドルリーダーだった人が指導主事だったり、管理職になって力を発揮してもらうことになる

のでそういう視点が大事だと思っている。指導主事の方も専門的に必ずマルチではないので、多くの人

が研修で勉強をすることがすごく大事だと思っている。これからもよろしくお願いしたい。 

【Ｍ委員】 

代理で参加している。初めてこういう場に出席させていただいて勉強になった。丁寧な資料と説明を

いただき、持ち帰って伝達する。最後に採用試験担当課として優秀な院生を育成していただき感謝申し

上げる。 

【Ｎ委員】 

代理で参加している。昨年充実期研修を受けた教員が資質能力向上に役立ったということを言ってい

た。４月におこなわれた指導主事研修会で今年初めて指導主事になった先生方が受講し、大変勉強にな

ったと言っている。今後とも弘前大学との連携協力をお願いしたい。 

【Ｏ委員】 

お話を聞いて、きめ細やかな指導になっていると感じる。年齢や経験ではなく力のある人が主任など

になるのがよいと思う。教職大学院の先生方には頭の下がる思いである。これからも続けていただきた

い。先生方には大学院で学ばせたいと思う。 

【Ｐ委員】 

青森県教育委員会と中核都市教育委員会と連携して事業をおこなっていることで、だいぶ充実してき

ていると思う。これからもメンバーも含め見直しをしながら質の高い教員養成を継続してほしいと思

う。 

【Ｑ委員】 

教員不足が深刻な中で、これからいろいろな人材が入ってくることが予想されるが、教職大学院で学

んだ方々が中核となって学校を引っ張っていくことが、今まで以上に必要なことだと感じている。これ

からも協力して教育課題に立ち向かっていきたいと思っている。 

 

これらの貴重なご意見・ご要望については、改善できるものは速やかに実施することとしている。特

に、今回の提案のあった「青森市や八戸市などの他地区までメンバーを広げていろいろな意見を聞けれ

ばよい」のご意見については、本教職大学院要項の改正案提起へと繋がっている。 

 

３ ニュースレターの発刊 

   昨年度まで入試フォローアップ部会が作成していたニュースレターを本部会が担当することとなっ

た。発行はこれまでどおり年３回で、配布先は県内全ての学校及び教育委員会等の教育機関である。 
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【具体的方策②】 

  教職大学院の教育・研究活動に関係する教員間の連携と情報共有を図り円滑な組織運営に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 今年度は部会長会議の開催回数をこれまで１か月当たり４～５回の開催を２～３回へと減らし、先生方

の研修機会を増やすこととし、「超少子化時代に求められる学校の well-being」について研究を行ってい

る。しかしながら、会議の開催回数は減っても電子メールをうまく活用して情報共有を図ることで今のと

ころ組織運営には支障を来していない。昨年度から部会長会議及び専攻会議ともに、会議資料は可能な限

り紙媒体ではなく電子媒体とし、各自が必要に応じて紙出力することとしている。また、授業教材や実習

関係文書類も電子媒体になりつつあるが、特段問題は生じていない。 

 

【具体的方策③】 

  事務部との連携の下、予算の確保と計画的な執行を図り、院生の学修環境の整備に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  今年度も総務グループと頻繁に丁寧な意思疎通を図ることで、ほぼ例年どおりの予算を確保すること

ができている。それにより、全員に iPad を、さらにミドルリーダー養成コースの院生にはノート PC を、

学部新卒等院生には Chromebook を貸し出し、実習での授業改善や研究の一助としてそれらを活用してい

る。また、院生室はよく整備され快適環境であり、それにより院生同士の情報共有や意思疎通も行われ、

ミドル院生と学部新卒院生が「学校での課題や解決策等」等教育に関する話題で日々研鑽を積むことがで

きている。また、来年度からは院生たちがもっと喫緊の教育課題に目を向け議論を深め充実した研究がで

きるよう教育新聞と内外教育を定期購読することとした。 

 

第３ FD・教務部会（教育内容等の改善のための組織的な研修・教育課程の実施と改善） 

※FD=ﾌｧｶﾙﾃｨ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ＝教育内容等の改善のための組織的な研修 

【具体的方策①】 

 教職大学院の理念・目標・制度について組織的理解を図り、具現化に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  改組後完成年度を迎えたことを踏まえ、さらなる授業及びカリキュラム等の充実を図るべく、院生や学

校現場のニーズを踏まえ、特別支援教育に関する発展科目「ユニバーサルデザインの視点を踏まえた授業

づくりの理論と実践」「特別な教育的ニーズへの対応とマネジメント」の 2 科目を新設し、多くの院生が

履修している。 

今年度はさらなる教育活動の充実を図るべく以下の年間 15 回の FD 活動を計画した。その内訳は以下

のとおりである。①教職大学院の理念・目標・制度を理解する研修（６回）、②教員の教育技法を改善する

ための支援プログラム（授業参観・授業研修；４回）、③アセスメント（学生による授業評価と授業検討会；
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２回）、④教員研修会及び教員と院生による懇談会（２回）、⑤自己点検・評価活動とその活用（１回）。さ

らに前期に臨時 FD として「メディア（遠隔）授業ガイダンス」と「Chromebook の活用」を企画し、前年

度比＋3 回計 17 回の FD 活動を実施した。 

これらの FD 活動をとおして改めて専従教員全員が教職大学院の理念及び目標、制度を再確認し十分に

理解を図るとともに、4 つの力の育成とカリキュラム・マネジメントを意識し、特色の１つであるＴ・Ｔ

による教育効果及び成果の向上に向けて、研修会及び授業公開をとおして意見交換等を行い、授業改善に

取り組むなど、教育活動の一層の充実に努めている。 

また、今後の各教員のゼミ指導や授業改善の充実に向け、各研究者教員、実務家教員の協働をさらに促

進するための具体的方策として、各教員が取り組んでいる研究・実践の現況について各自がスライドにま

とめて共有することにより、相互理解を深めた。本データを院生に配布・周知し、相談週間についても充

実を図り、院生と教員のつながりの強化や教員同士の連携・協働の促進を図ることに努めた。さらには、

科学研究費補助金基盤研究(B)を受託し、「超人口減少に向けた公教育維持のための学校改善プログラムに

関する理論的・実証的研究」に組織的に取り組んでいる。 

なお、このほか FD・教務部会では、定例会議において短期的課題だけでなく、中期的課題としてカリキ

ュラム評価やそのための学修ポートフォリオの効果的活用について検討を進めるほか、実践研究の在り方

についても議論を重ね、適宜専攻会議等で意見交換し、検討している。 

 

【具体的方策②】  

 メディア授業を含む教員の教育技法改善に向けた授業公開や研修活動に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 
  年度当初に「メディア（遠隔）授業ガイダンス」を実施し、オンラ
イン及びハイフレックス型（対面＋オンライン配信）授業のノウハウ
を伝達・共有した。 また、FD「②教員の教育技法を改善するための
支援プログラム（授業参観・授業研修）」については、4 月に「授業公
開 week①」として、一週間の全ての科目を対象に教員間で授業を相互
に見合った。授業の感想や工夫点、課題等についてアンケートフォー
ムで意見集約し、協議を行うことをとおして、ICT 活用を含む教育技
法に関するノウハウや課題の改善方策等について共有した。新規に教
職大学院に着任した教員とのティームティーチングを展開する上で互
いの指導技術を確認する上で有効に機能した。 

また、前期は 5 月に「授業公開 week②」として、学内外の学生に授
業を公開し、参加・体験の機会を設定した。結果として、他大学を含
む６名の参加を得た。参加学生の感想から、学校現場で求められる喫
緊の課題に応じた実際的、具体的なカリキュラムに刺激を受けたとい
うものが複数挙げられていた。また、教育学部の教員、県総合学校教
育センターの研究員等の参加も見られ、開かれた授業としての一定の
成果を得られた。 

  以上の取組をとおして、状況に応じてハイフレックス型で授業対応
するなどのスキルを各教員が身につけ、適宜実施できるようになって
いる。教員の ICT 活用スキルの向上により、事前・事後指導を含む効果的な学修展開が図られている。 

 以下、授業参観・授業研修で出された意見の抜粋  
・一週間というタームで公開したことにより、教育をめぐる各授業の関連性を俯瞰できた。（多数） 
・対面による授業への参観に比較し、オンラインの方が参観しやすい。感染対策以上に時間効率、心理

的効果に有効性あり。（複数） 
・参観した授業ではチャット機能を利用し、リアルタイム双方向で意見を述べることができたことに 
より参画意識が高まった。 
・外部発信する場合においてもオンラインかつタームを定め選択可能な授業コンテンツを準備してはど
うか。その際、後期の少人数制を考慮することや外部公開可能の是非を踏まえての判断となる。 

なお、昨年度施行した、授業動画の YouTube 配信について適宜コンテンツの拡充を図っているところ
である。現在の公開コンテンツは以下のとおりである。 

 
授業科目 対象 内容 

地域教育課題研究 M1 ミドル・M2 ストマ
ス 

「総合的な学習の時間」授業プランニング 

教育実践課題解決研究 M1 ストマス 「スピーチ活動」を中心にした演習 
教育における社会的の包摂の
課題研究 

M2 ストマス 「ヤングケアラー」「子どもの貧困」をテーマにし
た講義・演習 

学校教育と教育行政 M１ミドル 教育実践と行政との関わりを座談会形式で展開
—「朝鑑賞」を巡って－ 
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特別支援教育の授業デザイン 
 

M１ミドル・ストマス 授業の中における特別な教育的ニーズに対応し
た指導について～グループ協議・発表～ 

今後、コンテンツのさらなる充実を図るとともに、公開範囲を広げ継続的に配信していく予定である。 

 

さらに後期は 11 月 8 日～12 月 11 日までの期間に複数の授業（対面）を公開した。 

「公開授業」VOL2 事後アンケートから（自由記述） 

11 月 15 日（水）「特別支援教育の授業デザイン」（ICT 活用、主体的・対話的で深い学び 

A 氏（県総合学校教育センター指導主事） 

ICT 活用では、生徒の実態を把握することで段階的な活用ができ、あらたな目標や課題が生まれ、生活が

豊かになっていくことを再確認できた。また、学生が課題として調べてきたアプリケーションが、普段だと

知りえない物であり、このような共有と対話ができることが学びの面白さだと再認識することができた。主

体的・対話的で深い学びについては、LEARN プロジェクト（東京大学先端科学技術研究センター）の取組

を紹介いただき、学びの場の設定と児童生徒の学びに向かう姿を具体的に見ることができた。 

11 月 13 日（月）「道徳の理論と授業実践のあり方」 

11 月 27 日（月）「地域教育課題研究」 

B 氏（学部生） 

〇理解が深まった。普段受ける講義とは違った雰囲気の授業で、とても興味の惹かれるものだった。課題

に対して、お互いの意見が飛び交う場がつくられていていいなと思った。 

11 月 15 日「特別支援教育の授業デザイン」 

11 月 20 日「道徳の理論と授業実践のあり方」 

11 月 20 日「地域教育課題研究」 

C 氏（（県総合学校教育センター指導主事） 

大学院でとても高度な内容を学んでいると感じ、学セの研修講座の内容や構成も常にブラッシュアップ

していかなければならないと感じました。また、先生方の教職の経験年数等、それぞれ違いますが、お互い

を尊重し合いながら、ディスカッションされており、そこが「すごくいいな！」と思いながら参加させてい

ただきました（私は他県の大学院にいましたが、あの頃は「学卒のくせに、現場を知らないくせに、生意気

なことを…。」と内地留学の先生方から言われていたので…。）。学ばせていただき、本当に良かったです。

これからの業務や現場での実践につながると感じています。（県総合学校教育センター指導主事）" 

12 月 11 日（月）「特別な教育的ニーズの対応とマネジメント」（最終発表と協議・省察） 

D 氏（県総合学校教育センター指導主事） 

今回、ストレートマスターの学生のみなさん、他大学の学生のみなさんと意見を交わす機会が多くありま

した。学生ならではの視点はもちろんのこと、ストレートマスターのみなさんが附属幼稚園、小・中学校で

の観察実習を通して得られた考えにも触れることができ、私自身の学びにもなりました。また、附属の学校

園の様子についても、普段知ることができない内容でしたので、情報を得る良い機会となりました。 

 学生のみなさんと対話をしたことで、新たな学びが得られ、とても充実した時間を過ごすことができま
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した。これからも学び続けていかなければいけないと改めて感じました。ありがとうございました。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 当初の予定通り年間 2 回の公開授業を行った。VOL1 は 5 月に 1 週間という期間で実施したのに対し、

VOL２では約 1 か月に公開期間を広げ、連続する授業を系統的に受講できる仕組みに変更した。後期の授業

はストマス・ミドルが単独で展開される授業が多い中で、今回公開授業として取り扱ったのは混合授業であ

る。受講対象を限定せず他大学・行政機関等幅広く参加者を募り展開した。FD として社会に開かれた教職

大学院という視点とともに、定員確保の視点から参加者の中から教職大学院への進学を決めた学生がいた

ことは一定の成果と言える。次年度に向けて更なる広報と良質なコンテンツの創出に努めていく。 

 

【具体的方策③】 

授業・実習等の円滑な実施に向け、院生による

アンケートを含めた評価改善活動に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  これまで教育学部総務グループ事務教務担当と

連携して実施していた授業アンケートについて、

当該部署の負担軽減を図ることや、院生への迅速

なアナウンスと集計に努める観点から、FD・教務

部会が一括して実施することとした。 

  前期前半・前期後半の時期ごとの周知、院生ご

との履修状況と回答科目の整理と個別の周知を進

めることで、回収率及び回答の妥当性向上をねら

った。 

 次年度は、後述する教員と院生の懇談会をとおして得た授業に関するフィードバックを改善に反映する

ほか、学修ポートフォリオをとおした計画的面談を実施することにより、評価改善活動の一層の充実を図

る予定である。 

１ 修了時アンケートの結果の概要  

 「(1) 教職大学院に進学してよかったと思う」（ミドル平均 5.5、ストマス平均 5.7）、「(2) 教職大学院の学

びについて有用性を感じながら取り組むことができた」（ミドル平均 5.5、ストマス平均 5.7）、「(5) ２年間

の学修を経て，『自律的発展力』を向上させることができた」（ミドル平均 5.0、ストマス平均 5.3）、「(6) ２

年間の学修を経て，『課題探究力』を向上させることができた」（ミドル平均 5.0、ストマス平均 5.3）、「(8) 

２年間の学修を経て，『省察力』を向上させることができた」（ミドル平均 5.1、ストマス平均 5.4）のいず

れにおいても、ミドルもストマスの両コース共に６点満点中、平均が 5 以上であった。「(8) ２年間の学修

を経て，『協働力』を向上させることができた」（ミドル平均 4.6、ストマス平均 5.3）については、ミドル

の平均が５を下回るも比較的高い値をとっている。 

また「(4) 教職大学院の設備を活用することができた」（ミドル平均 3.9、ストマス平均 5.2）では、昨年度

はミドルで平均 5.5 だったが、今年度は 3.9 だった。この点について今後改善に向けた取組が求められる。 

本学教職大学院で掲げている「教員に求められる“4 つの力”」の成長に関する(5)～(8)の項目では、「自律

的発展力」「課題探究力」「省察力」についてはミドルもストマスの両コース共に平均が 5 以上となってお

り、「協働力」も比較的高い値をとっていることから、本学教職大学院で実施しているカリキュラムが、両

コースの院生の教師力の向上に寄与していることが示唆された。とりわけミドルにおいては、4 つの力の

中核に位置する「省察力」において特に高い評価を得ることができていた。 

２ 授業アンケートの結果の概要  

 授業アンケートは、「教員に求められる“4 つの力”」、つまり「自律的発展力」「協働力」「課題探究力」

「省察力」に基づいて 12 の質問を準備して、6 件法で調査した。その質問は次の通りである。「【自律的発

展力】(1)本授業を通して、教育に関する興味関心を広めることができた」「【自律的発展力】(2)本授業を通

して、教育に関する物事の見方や考え方を深めることができた」「【自律的発展力】(3)本授業を通して、教

員としての自らの能力をより高めようとする意欲が高まった」「【協働力】(4)本授業の中で、ほかの人に対

して自らの考えを伝えることができた」「【協働力】(5)本授業の中で、ほかの人の多様な意見について尊重

することができた」「【協働力】(6)本授業の中で、グループワークにおいて自分に期待される役割を果たす

ことができた」「【課題探究力】(7)本授業を通して、教育実践上の新たな課題を見出すことができた」「【課

題探究力】(8)本授業を通して、教育実践に関する課題認識を深めることができた」「【課題探究力】(9)本授

業を通して、教育実践に関する課題の 解決方法について検討することができた」「【省察力】(10)自らの教
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育実践を、本授業の内容と関連付けて振り返ることができた」「【省察力】(11)本授業を通して、教育実践

にかかる自らの課題認識に関して新たな気づきを得ることができた」「【省察力】(12)本授業を通して、教

育実践にかかる自らの課題認識について、経験に基づく印象と事実に基づく判断とを区別して捉え直すこ

とができた」 

 前期授業アンケートの結果は、どの授業もほとんど「非常によくあてはまる」「よくあてはまる」であ

った。唯一「あまりあてはまらない」の評価が含まれていた項目は「【協働力】(6)本授業の中で、グルー

プワークにおいて自分に期待される役割を果たすことができた」である。たとえば、自由記述欄において

「個人思考を経てのグループ協議、発表、ディベートといった有意義な学びの機会に恵まれた」とあるよ

うに、どの授業も協働力を発揮する機会は保障されている。今後は、単なる機会の保障に留まらず、個々

人が忌憚なく意見交流ができるようにファシリテーション・スキル等を意図的に育てていきたい。 

 

【具体的方策④】  

  授業評価の活用や院生との懇談会の実施により、カリキュラム及び授業の工夫・改善に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  前期懇談会として、8 月と 2 月に前期授業や実習、大学院生活全般について、教員と学生の懇談の場を

設け、今後の授業等の充実を図ることを目的として意見交換を行った。昨年度に課題として挙げられた「各

授業での課題への対応の負担」については、全科目の 15 回の授業における課題状況等を集約し、可視化

と調整を図ることにより、概ね解決が図られていると捉えられる。 

  今年度も大きな改善・要望事項は挙がっておらず、設置から７年が経過し、これまで懇談会を踏まえて

評価・改善を積み重ね、改善・工夫に努めてきたことで、概ね体制が整ってきたと捉えられる。今後はさ

らにカリキュラム及び授業の工夫・改善を図り、一層の充実を目指していきたい。 

 以下に、懇談会で挙げられた意見を示す。 

 

【M1 ストマス】 

・講義と話し合いが充実しており、学びになった。ミドルの先生方とお話しできる機会が多く、視野を広げ

ることができた。省察検討会がその都度設定されており、そこでの学びも深いものであった。 

・課題が多く、忙しかった。しかし内容は濃く、充実したものであった。 

・オンライン授業にも柔軟に対応してもらえて良かった。 

【M1 ミドル】 

・毎日充実していた。日ごとに、授業ごとに自分の考えが刷新されていく感覚がとても楽しく、贅沢だと感

じた。 

・知識のインプットと技能の向上を図る時期として捉え、取り組むことができた。省察の内容が、感想から

思考へと変容した。6 月は前半後半の切り替わり時期で、負荷が大きいと感じた。 

・学校を離れて少し俯瞰的に教育について考えることができ、これまでよりも広く深い目で教育を見つめる

視点が身に付いた。また、インプットだけでなくアウトプットも行うスタイルの授業が多かったことで、

学んだことを自分なりに言語化することができ、深まりのある学びがあった。 

・子どもたちの見取りをはじめ、研修における主催者側の視点など、これまで行ってこなかった新たな観点

から観察を行うことで、今まで気づかなかった様子を見つけることができた。また、その日の省察会を通

して、自分だけでなく他の院生と見取ったものを共有することで、より知見を深めることができた 

【M2 ストマス】 

・新たな知見を得ることができ、充実していた。特別支援について多くのことを学ぶことができた。 

・必修科目が少なかったので、自分の学びたいことを選択して取り組むことができた。体験的な学びが多く、   

充実していた。関心のある分野について集中的に学ぶことができ充実していた。実地演習もあり、より実    

践的に物事を考えるきっかけとなった。 

・昨年度よりも子どもとのコミュニケーションが深まったり、実態及び研究を活かした授業が出来たりと、

充実していた。 

【M2 ミドル】 

・全体ゼミの内容が充実していた。自分の研究の振り返りを行い、様々なアドバイスから今後の見通しを持  
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てる流れが、自分には合っていた。金曜日に実施されるので、準備の時間が確保できた。個別ゼミを全体 

ゼミの後に設定してもらうことで、時間の負担なく進められた。疑問や不安を解決してもらえる有意義な 

時間になっている。一方で、当日は勤務校の都合で午前勤務、午後からの大学院に出張となり、時間に余 

裕がなかった。朝から一日時間が取れれば、余裕をもって学べたと思う。 

・前期は月１回の全体ゼミが毎回月末に設定されており、自分自身の研究における計画が月ごとであった   

ため、進捗状況を報告する機会となり大変充実した時間となった。また、毎回のゼミを通して次回のゼミ

までの課題を先生方に御助言頂いたのも有難く感じている。「教職大学院は院生の皆さんを全面的にバッ

クアップする。」という言葉、日々の活動を振り返るたびに心に染みている。 

 なお、今年度から、学修ポートフォリオの活用による院生との対話を進めることにより、不安や負担の軽

減を図るよう努めた。教職アイデンティティの再構成を目指して、学修ポートフォリオを、単なる資料

の蓄積のツールから、編集・意味づけを行い、自身の成長や変容を語るための学びのツールとして捉え

直した。定期的に学修ポートフォリオを用いて協働的に対話すること（ポートフォリオ検討会）は、院

生にとって、自身の成長を実感したり、足場を確認したりする機会として機能しているようであった。

したがって、新しい活用方法は、教職大学院における学びに対する安心感にもつながっていると言える。 

 

第４ 実習部会関係（実習体制の整備と充実） 

【具体的方策①】 

  各実習の前年度の成果や課題を踏まえて、必要に応じて実施計画を修正するとともに、各実習の目的達

成のため、必要な対応を行い、実習の充実に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

１ ミドルリーダー養成コース 

（１）各実習の実施状況 

  ①附属学校園等観察実習（４月２０日～５月９日、５日実施） 

（M１ストマスも５日実施） 

②教育関連施設観察実習（５月１６日～６月１日、５日実施） 

③授業実践省察実習（６月６日～７月１１日、４日実施） 

④実習ⅡA（５月２５日～令和６年２月１７日） 

  ⑤実習ⅢA（令和５年１月３１日～令和６年２月） 

  ⑥メンター実習(８月２５日～９月１４日)  

  ⑦勤務校実習(８月１８日～９月２２日) 

 

  附属学校園等観察実習（会場：附属幼稚園・附属小・附属中・附属特別支援学校・弘前高校）や教育関

連施設観察実習（会場：青森県教育庁・弘前市教育委員会・青森県総合学校教育センター・青森県総合社

会教育センター・梵珠少年自然の家）、授業実践省察実習（会場：附属小・附属中・附属特別支援学校）

の実施に当たっては、大学院教員が事前に実習会場に赴き、担当者と実施計画（実習内容や日程等）につ

いて入念な打ち合わせ・調整等を行うことで、各実習の目的に合うものになるよう、努めた。 

  授業実践省察実習の実施に当たっては、会場校・授業対象学級の担任や教科担当教員と授業の題材や指

導計画について事前に話し合いを行い、実習当日の授業実践に備えた。当日の授業では、いずれの院生も

実力を発揮し、児童や生徒の実態に合わせて優れた授業を展開していた。なお、一部新型コロナの影響に

より、院生同士による模擬授業に変更して実施したものもあった。授業後の協議では、活発な意見交換が

なされ、課題や成果についての理解が深まった。 

  実習ⅡA（研究会・研修会参加実習）は、大学院教員の講師派遣要請のあった学校や研修施設に院生が

帯同して研修の運営等を学ぶことを目的に５月下旬より実施しているものであり、令和６年２月１７日

をもって無事終了した。 

  実習ⅢA（２年次の勤務校実習）では、指導教員が院生の勤務校に出向き、各院生の実践研究課題解決

に向けた指導を継続して行ってきており、令和６年２月中に終了することになっている。また、来年度の

本実習にかかる事前指導もすでに実施し、実習の目的や内容について、指導教員並びに院生の共通理解を

図ったところである。 

  メンター実習は、ミドルの院生（メンター）がフィールド実習を行っている学部卒院生（メンティー）

実習ⅡA の様子 
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に必要な助言を行う能力を身に付けるために８月下旬から随時行い、事後指導においてその課題や成果

についての省察を行った。 

  １年次院生の勤務校実習は、各院生が３日間勤務校に戻り、勤務校の課題等を把握するとともに、院生

自身の実践研究のテーマについて検討するものであるが、本実習も、８月中旬から、各勤務校の校長や同

僚への聞き取り調査や、在籍児童生徒の教育活動の状況の観察等を行い、自身の実践研究で取り組む課題

の把握に努めた。 

 

２ ストレートマスターコース 

（１）フィールド実習・連携協力校及び院生配当状況 

①小学校（文京小２名、桔梗野小１名、大成小１名、朝

陽小１名） 

②中学校（弘前一中２名、弘前三中２名、弘前四中２名、 

東中１名、津軽中２名） 

③高等学校（弘前高１名、弘前中央高１名、黒石高１名） 

④特別支援学校（附属特別支援校１名） 

（２）フィールド実習の実施状況 

  ①１年次前期：５～６日間（集中実習を除く） 

  ②２年次前期：７～８日間（集中実習を除く） 

 ③１年次後期：１２～１３日間 

 ④２年次後期：１２～１３日間 

   前期には、学部卒院生が行う学校フィールド実習では、実習協力校との事前の打ち合わせにより、各

院生や実習協力校の実情に合わせて、実習日や実習内容を計画し、実施した。また、実習の実施に当た

っては、諸事情により、前期に予定されていた実習ができなかったものもあったが、後期の実習期間に

追加して行うことで、年間の規定の実習日数、授業時数を確保できた。 

  後期も院生への支援及び協力校への連絡・調整に迅速に対応した。また、前期同様に各院生や実習協

力校の実情に合わせて、実習日や実習内容を計画し、実施した。 

 次年度も、今年度の成果等を踏まえ、各実習の目的達成のため、院生一人一人の実態や課題等に応じ

て必要な対応を行い、実習の充実に努めたい。 

（附属学校園等観察実習については、ミドルリーダー養成コースの記述参照） 

 

【具体的方策②】 

  実習を行う場となる教育関連施設や所管する各教育委員

会、実習協力校と、必要な連絡・調整を円滑に行い、実習の

充実に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

１ 連携・調整の場・機会 

（１）学校フィールド実習連絡協議会（第１回実施日：４月１

３日、第２回実施日：２月１５日） 

（２）附属学校園等観察実習・事前調整 

（３）教育関連施設観察実習・事前調整 

（４）授業実践省察実習・事前調整 

（５）学校フィールド実習校事前打ち合わせ・実習生顔合せ 

（６）メンター実習・事前調整 

２ 連携・調整の状況 

  年度初めに、第１回学校フィールド実習連絡協議会を開催した。ここでは、青森県教育庁をはじめ、弘 

前市教育委員会、学校フィールド実習協力校及び附属学校園の関係者及び校長等が一堂に会し、教職大学 

院から学校フィールド実習の目的や実施方法等について詳細に説明し、共通理解を図った。また、各校の 

フィールド実習の様子 

第 1 回フィールド実習連絡協議会の様子 
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実習計画についても、入念な打ち合わせを行った。また、第２回学校フィールド実習連絡協議会では、各

校から提出された実習に係るアンケートの集約結果をもとに、改善策や対応等について協議を行い、次

年度の実習の円滑な実施に向けて、共通理解を図った。 

 今年度も、フィールド実習期間中に、新型コロナ等の影響で計画通り実習ができなくなったことが何度

かあった。その際には、実習協力校の担当教員と綿密な連絡調整を速やかに行い、実習日や実習内容を変

更する等の対応をすることで、結果的には、すべての院生が規定の実習日数を確実にクリアするとともに、

概ねその目的を達成することができた。（附属学校園等観察実習、教育関連施設観察実習、授業実践省察

実習での連絡調整については、具体的方策①の項で、述べたとおりである。） 

次年度も、関係教育委員会や実習協力校との連絡・調整を迅速かつ密に行うことを心がけ、各実習の円 

滑な実施に努めたい。 

 

【具体的方策③】 

  実習に臨む際の事前指導を綿密に行うとともに、実習中の中間指導、実習後の省察の深化を図り、実習

の目標達成に向け、内容の質的な充実に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

１ 事前・中間・事後の指導の場・機会 

（１）実習ガイダンス（対象：M１ストマス、M２ストマス、M１ミドル、実施日：４月７日） 

（２）附属学校園等観察実習・事前指導（実施日：４月７日） 

   同         ・事後指導（実施日：６月１３日） 

（３）教育関連施設観察実習・事前指導（実施日：４月１８日） 

同         ・事後指導（実施日：６月１５日） 

（４）フィールド実習（前期）・事前指導（実施日：４月１８日） 

同          ・中間指導（実施日：８月１日） 

   同          ・指導教員訪問指導（実施日：随時）                             

   同          ・事後指導（実施日：９月１９日） 

フィールド実習（後期）・事前指導（実施日：９月１９日） 

同          ・中間指導（実施日：11 月１６日） 

   同           ・指導教員訪問指導（実施日：随時）                             

   同          ・事後指導（実施日：２月１日） 

（５）実習ⅡA        ・事前指導（実施日：４月１８日）    

同          ・事後指導（実施日：２月１日） 

（６）メンター実習          ・事前指導（実施日：７月４日）   

同          ・事後指導（実施日：11 月７日） 

（７）勤務校実習      ・事前指導（実施日：７月４日） 

   同          ・事後指導（実施日：11 月７日）  

（８）実習ⅢA        ・事前指導（実施日：12 月 21 日。 

次年度の事前指導） 

 

２ 指導の状況 

  すべての実習について、その実施前に、対象の院生と大学院の関係教員が集まって、事前指導を行 

ってきた。事前指導では、実習の目的やコース毎の目標を示すとともに、各院生なりの課題意識を喚 

起するよう努めた。事前指導後には、院生が設定した課題とその解決法等を「事前指導シート」に記入、

指導教員及び副指導教員に提出させ、情報共有や指導助言に役立てた。 

フィールド実習は、実習期間が断続的で長期に及ぶことから、前・後期それぞれの実習期間の中間に 

一度度指導（中間指導）を行っている。院生には、その時点での「実習の成果や課題」を「実習省察シー 

ト」に記入、中間指導会場に持参させ、グループ毎に、院生同士で発表・協議を行うとともに、大学院教 

員もそれぞれのグループの中で適宜指導・助言を行った。中間指導後半は、院生と大学院教員が参加して、 

全体協議を行い、各グループの協議内容について報告し合うとともに、各グループから出された「協議題」 

に基づいて、全体協議を行い、学びを深めるようにした。 

附属学校園等観察実習の様子 

メンター実習の様子 
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それぞれの実習終了後には、事後指導（省察検討会）を行うが、実習を通して得られた「実習の成果や

課題」を「実習省察シート」に記入、先の中間指導と同じように、グループ内での協議を行った。また、

その後全体会で全体協議を行い、学びを深めるようにした。 

今年度は、中間指導時、事後指導時それぞれにおいて、グループ協議の設定時間の厳守に努め、全体協

議の時間を多くとるようにしたことで、各院生の実習上の課題の明確化が図られ、その改善や解決に向け

た意見が出され、前年度よりも有意義な協議ができたと考える。 

言うまでもなく、実習の充実には、事前指導はもとより、中間指導、実後指導が重要であることから、

次年度も引き続き、それぞれの深化を図り、実習の目標達成に向け、指導に努めたい。 

 

第５ 入試フォローアップ部会関係（入試関連業務・教育実践研究関連業務及び広報活動の体制の整備） 

【具体的方策①】 

  入試広報活動の充実を図り、教職実践専攻の入試にあたっては、適正で公平な入試業務の遂行とその体

制づくりに努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  入試広報活動においては、学生募集のパンフレット及びポスターを作成し、県内はもとより全国の国

立・私立の教員免許取得可能な大学へ送付し、ホームページにも掲載した。新型コロナウィルス感染症の

感染拡大により自粛してきた県内・東北・関東圏の大学への訪問による広報活動についても、県内、およ

び宮城県の大学への訪問を再開した。本学のオープンキャンパスにて Web での広報を行った。 

１期～３期の入試に向けた進学説明会を 7 月 26 日・10 月 25 日・11 月 29 日の計３回実施し、学内外か

ら 13 名の参加を得た。進学説明会では、Ｍ１の学部卒院生の体験談を伝える時間も設けた。また、参集し

た進学希望学生に対する個別相談の時間を丁寧にとるように心掛けた。随時、個別相談は受け付けており、

オンラインでの相談にも応じる事としている。本学教育学部の４年次の必修科目「教職実践演習」の終了

後に、「教職大学院の理解をしてもらうような広報と進学意向調査」を実施した。多くの広報手段を用い、

教員志望学生の学士課程３年次の早い時期から情報入試ができるよう働きかけるとともに、機会をとらえ、

回数を重ねて学生の教員志望の進路の意思決定の度合いの時期も勘案しながら、きめ細かい情報提供を行

った。   

  なお、これまでの入学者を対象とした「入試広報の効果」に対するアンケートでは、広報方法のいずれ

の方法も入学者にとって有効に機能しているという結果であったので、今後も継続した広報活動を進めて

いきたい。 

入学試験においては、適正で公平な入試が実施できるよう体制を整備し、教職大学院教員が一丸となっ

て入試業務を遂行した。2024 年度の入学者選抜選考の合格者は、ミドルリーダー養成コースが８名、学部

卒学生の学校教育・教科領域・特別支援教育実践コースは計 12 名となっている。 

 

【具体的方策②】 

  「学習成果報告書」の作成・管理に向けた要領

の理解を深め、「教育実践研究発表会（年次報告

会・中間報告会・最終報告会）」に院生が主体的

にかかわるような企画運営要領作成及び実施に

向けて取り組む。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  2 年次修了時に最終審査を受ける「学習成果報

告書」・1 年次の「年次報告書」・2 年次の「中間報

告書」の作成・管理に向けた要項を作成し、ガイ

ダンスや教育実践研究の機会をとらえて、院生へ

の丁寧な周知を図った。 

  ２年次院生 18 名による「中間報告会」はハイブリット方式で、発表及び配信会場を教育学部とし、11

月 11 日に実施した。ハイブリット方式での開催方法を全国の教育関係者の参加を促進する方策として有

効に活用した。 

１年次院生 15 名による「年次報告会」と２年次院生 18 名による「最終報告会」も、「中間報告会」と同

18



 

様にハイブリット方式で、県教育委員会との共催のもと、発表及び配信会場を青森県総合学校教育センター

として、令和６年２月 13 日に実施した。「中間発表会」「年次報告会」「最終報告会」のいずれの発表会も、

教育関係者の参加を得ることができた。 

 発表会の進行や運営は院生が中心となって主体的にかかわり、発表者と参加者による意見交換で、研究成

果の吟味や課題の発見、今後の研究方針の探究を深めることとなった。 

 また、助言者として連携協力校の校長先生にご尽力いただいた。なお、教育学部３年次の授業「子どもと

カリキュラム」の受講生 37 名が発表会に参加し、積極的に意見交換にも参加していた。当日、その学生ら

を対象に入試広報も実施した。 

 

【具体的方策③】 

  教職大学院の周知のために、研究活動を公表する「年報」の発刊を行う。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

 教職大学院周知のために、ＨＰの充実をはかっている。院生及び関係教員の研究活動を公表する「年報」

の５号を「弘前大学機関リポジトリ」と国立国会図書館への登録を行った。 

https://hirosaki.repo.nii.ac.jp/search?page=1&size=20&sort=custom_sort&search_type=2&q=1688712902069 

また、現在は「年報」の６号発刊（令和６年３月）に向けて編集作業を進めている。  

 

【具体的方策④】 

 修了生のキャリアを支援するためにホームカミングデーの開催や「修了

生連絡会」の取り組みに努める。また、院生の教員採用試験対策への支援

の充実に努める。 

【目標達成状況及び次年度に向けた課題と解決策】 

  中間発表会同日、ハイブリット方式でのホームカミングデーを開催し

た。修了生連絡会の各期２名の代表者と在学院生とのオンラインでの３

回の会議でホームカミングデーの運営について協議を行った。その結

果、今年度は修了生と在学院生の混合の４つの小グループに別れての意

見交換を行った。テーマについては参加者から希望を取り、同僚性、研

修の持ち方、生徒指導、特別支援などであった。事後アンケートでは、 

初めての試みであり、よい点、改善点と種々上げられた。次年度も修了

生の意向を大切にしながら、修了生主体で実施していきたい。 

教員採用試験を受験する学部卒院生に対し、教員採用試験対策を実施

した。今年度は、Ｍ１とＭ２を合わせて 11 名が受験し、7 名が合格している。Ｍ２の学部卒の院生は、１

年次の時の合格者も含めて、10 名中 9 名の本採用が決定している。 

 

【評価者のコメント等】 

 

Ａ委員 

 今年度の実践の報告を伺って、充実した実践をされていると感じた。組織の改編について話があったが、

組織を見直して変えていくことは必然であると考える。 

 教職大学院教育研究協議会要項の第２項の目的で、「より強固な協力体制を形成することを目的とする」

という文言があるが、「地域における質の高い教員養成を継続する」ことが目的かと思うので、記載につい

て検討願いたい。青森市、八戸市が次回から追加となるが、むつ市も追加したらよいのではないかと思う。 

 

Ｂ委員 

 本校は、ストレートマスターの学生を預かっているが、課題の設定が難しいながらも、授業のなかで課題

を見つける姿勢が大学の指導でしっかり身についていると感じた。充実期研修に参加した教員が、学校運営

を考える良い機会となったと話している。本校では昨年度に引き続き、校内研修を財産として残していくた

めに、学内限定でホームページを作成し、いろいろな授業や研修を受ける体制を整えているところである。
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学校の現場にいながら充実期研修等を受講できることを大変ありがたく思っている。 

 

Ｃ委員 

 報告を伺って、有意義な研修、学びがおこなわれているということを改めて実感している。教員の資質向

上に大きく寄与し続けてくれるよう期待している。 

 我が町では支援センターを持っている学校があるが、人材の確保に苦慮してい 

る。そこに教職大学院の学生を実習の一環として派遣するようなことを今後検討いただきたい。 

 

Ｄ委員 

 本校から今年度ミドルリーダー養成コースに１名がお世話になっており、校内研修の活性化を研究課題と

して取り組んでいる。実際に学校内の先生方にアンケートをとり、冬休みには研究による成果を提案し、来

年度の研修にとりいれることになった。学校現場と密接に関連したテーマを教職大学院で学ぶことにより、

対話を重視した校内研修の実施が可能となり、感謝申し上げる。 

 

Ｅ委員 

県の有識者会議でも挙げられている部活動の地域移行などが現場でも話題になっており、地域の方々と意

見を出し合いながら、教育委員会としてアドバイスをしたりして進めているところである。弘前大学教職大

学院には幅広く、意義深い講座、研修会への講師派遣でお世話になっている。今後も教職大学院の活動に期

待を寄せている。 

 

Ｆ委員 

 本校は充実期研修、ミドルリーダー養成コース、教育実習生の受け入れ等で、大学と一緒に青森県の未来

を支える教員を育てているという自負と充実感を感じている。ミドルリーダーとして学んでいる教員は、理

論と実践の往還が身についている。学校現場では感覚的、経験的に物事を話しがちだが、大学で学んだ教員

がはいってくることにより、刺激を受け、良い効果が表れている。今後も続けていただきたいと思う。 

 

Ｇ委員 

 ミドルリーダーコースに所属している教員が同僚である。どちらの教員も非常に力があるが、組織のなか

で一歩を踏み出せずにいたなかで、タイミングとして教職大学院で学ぶことによって力をつけていると感じ

ている。彼らが学校に戻った時に、どのように生かしていくかが学校現場の課題だと思っている。 

 

Ｈ委員 

 ３月で役職定年となる。これまで大変お世話になり感謝申し上げる。教職大学院の立ち上げに関わること

ができ、いろいろなことを検討、改善しながら検証できたということを実感している。昨年、鹿児島大学へ

視察に行き、教育委員会と大学が連携してペーパーティーチャーに対する研修会をおこなっていることを知

り、違う視点で考えることができ大変参考になった。予算的なこともあるのですぐには実現できないが、検

討していきたいと思っている。教員の魅力発信に取り組んでいるが、引き続き連携して進めていきたいと思

う。 

 

Ｉ委員 

 教職大学院のスタート時から関わっているが、津軽地区がメインだったものが全県的に広がり、連携が充

実してきていると感じている。冒頭の授業風景のビデオ映像をみてとても心強く感じた。先生方がもってい

る職場を活性化したいという思いを管理職がサポートする体制が必要である。教職大学院で学んだ教員がパ

イプ役となってくれることを期待している。 

教職大学院の研究課題は斬新なものでなければならないイメージがあるが、現場の課題を持ちちこんで研

究し、結果を持ち帰ることが効果的だと考えている。研究成果を振り返ることで自身の学びにもつながると

思う。今後も引き続き連携して取り組んでいきたい。 

 

Ｊ委員 

 令和４年５月に開催された全国の都市教育長会議に出席した際に、教育委員会が大学の支援のもとに事業

をおこなっていることを発表した。このことは全国的に大変珍しい取組であるということで、これからも継

続していきたいと思っている。その成果として他県からの行政視察が相次いでいる。 
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 東北地区の教育長会議に出席した際に話題にあがったことで、従来、指導主事というのはどちらかという

と授業のアドバイスや改善の内容が重視されていたが、指導主事が現場に行って実際に授業をやってみせる

ということが取り入れられてきているという。また様々な教育問題で教師の不安を取り除くために弁護士対

策の予算を措置している教育委員会が増えてきている。教師の指導力と支援体制の強化を踏まえたうえで、

知恵をだしあい課題解決を図っていければと思う。 

 

Ｋ委員 

 様々な取組をしている報告のなかで、充実期研修の講座参加者の仕事への意識に関する質問への回答で、

ミドルリーダーの役割を意識しているという方が増えているということで大変ありがたく感じている。教員

不足が問題となっているが今年度ペーパーティーチャー向けのセミナーを開催し、29 名の参加者のうち 14

名が講師として採用となったが、教育現場での経験が少ないため、ミドルリーダーがそういった方々に声が

けして育つきっかけになっていけばよいと思っている。同時に資質能力も高めていかなければならないの

で、引き続き助言いただきながら進めていければと思う。 

 

Ｌ委員 

 当センターでも中堅研修でミドルリーダーの観点を大事にしながら実施しているが、教職大学院の教員の

コンサルテーションがすごく充実していると感じている。これからさまざまな研修の見直しをしていくこと

になるが、連携をとりながら進めていきたいと思う。 

 

Ｍ委員 

 前回もお話しさせていただいたが、当地区からのミドルリーダーコースの希望者がいない状況である。職

場や家庭の事情などいろいろ理由はあるが、例えばカリキュラムの見直しをおこなって期間を短くしたり、

学校から受講できるようにするなど考えていただければ、希望者が増えていくと思うのでご検討いただきた

い。また、個別の事情があるかとは思うが、採用されても途中で辞める方が毎年いる状況である。例えば、

在学中に非常勤講師として働く経験をすることによって成長できると思うので、卒業要件に加えていただく

などこれから考えていく必要があるのではないかと思う。 

 

【要望等に対する教職大学院からの回答等】 

○教職大学院教育研究協議会要項の第２項の目的の文言の修正等については今後検討してまいります。 

○教職大学院は、専修免許を出す専門職大学院として 46 単位の履修が義務付けられており、現状でも 2

年目は勤務校で勤務しながら履修できるよう工夫しているため、これ以上の期間の短縮は難しいと考

えております。また、勤務校の現状に沿った実践研究に取り組んで現場に還元するためには、現在の

履修期間は必要であると考えております。 

○ミドルリーダーコースの希望者を増やす方策については、今後も教育委員会と対話しながら検討して

まいります。 

○在学中に院生が非常勤講師として働くことは、教員になる上で有効な経験であるとともに、学校現場

は教員不足で大変な状況にあることから、双方にとって有益なことと思います。大学院の授業に支障

がない限り非常勤講師として働くことは可能ですので、必要な手続を取っていただければと思いま

す。なお、そのことを修了要件とすることについては、院生によっては免許取得や学業上支障となり

得る場合も想定されますので慎重に検討する必要があると考えます。 
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